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はじめに
近年、インターネットを取り巻く議論が喧しい。ケータイを含め、インターネッ
トは、今や生活に欠かせない重要な社会インフラの つとなっている。その反面
インターネットには、ダーティーな負のイメージが植え付けられている。匿名掲示
板による中傷や犯行予告、自殺の方法やネット心中への誘い、爆弾の作り方、大麻
草の栽培方法や入手方法などなど、違法な情報や有害な情報があふれている。ネッ
トが急激に普及する過程において、違法・有害情報に触れる機会や可能性が高ま
り、実際に青少年が有害サイトにアクセスして犯罪に巻き込まれるという問題も数
多く発生している )。
実際にはそういった情報に触れた経験がなくとも、われわれは、新聞やテレビ、
雑誌といった既存のマス・メディアによるネット批判の形でその存在をよく見聞き
する。マス・メディアは、ネットがらみの犯罪や事件を、あたかもインターネット
が出現する前は起こりえなかった未曾有の出来事のように語る。では、社会問題化
している「出会い系サイト」や「学校裏サイト」、そして「闇の職業安定所（掲示
板）」といったものを、本当に知っているといえるのだろうか。よく知らないのに、
「何か得体の知れない、おそろしいもの」といったイメージを、いつの間にか形作
っているのではないだろうか。マス・メディアの論調は、すべての元凶はネットで
あるといった、いわば「ネット悪人説」に固まっているからある。相手をよく知る
ことなしに恐れるというのは、極論すれば、鎖国時代にまだ見ぬ異国人を南蛮人と
して、先の大戦中、敵兵を鬼畜米英として恐れたのと、リテラシーレベルにおいて
大差ない。
テレビ局や新聞社といったマス・メディアは、世論の形成に大きな力を持つ。イ
ンターネットや情報技術の進展によって、産業や企業としての衰退が言われていて
も、マス・メディアの持つ影響力は依然として巨大である。メディアの報道は、安
易な気持ちで真似しようとする、いわゆる「模倣犯」の出現を助長しているのでは
ないか。結果的にマス・メディアは、ネットの闇の部分をかえって広めてしまって
いるのではないかと思われる。
本稿では、現実社会に欠かせない存在となったインターネット上の、有害情報と
その対策に関する動きに焦点をあて、既存のマス・メディアが及ぼす影響について
考察する。
．メディアの影響と効果
警察庁によると、 年 年間の自殺者数は前年比 人増の 人で、過
去 番目の多さとなった。また、 年の硫化水素による自殺者は、 月までに
［
) 毎日コミュニケーションズが運営する『マイコミジャーナル「ネット事件簿」』（ //
/ / / ）を見ると、サーバーへの不正アクセスやワンクリック詐欺とい
った、情報技術の進展による、ネットの仕組み自体を悪用した事件のみならず、「ブログで中傷され自殺」
「ネットで殺人予告」といった、ネットが温床となった社会的な出来事が頻繁に起きていることがわかる。
人に達し、 年 年間（ 人）の約 倍にもなっている。内閣府は、自殺
の予告や方法の紹介などに関するインターネットの有害情報への対処を柱に、「自
殺対策加速化プラン」をまとめた（『毎日新聞』夕刊、 年 月 日付）。政
府も、自殺が増えた主要因を、インターネットに求めている。
メディアが及ぼす影響や効果に関する理論研究は、 年代から継続して行わ
れている。それは、「強力効果説」にはじまり、「限定効果説」（ 年代～）、
「新・強力効果説」（ 、 年代～）という 期の変遷をたどってきた。
?強力効果説」とは、「弾丸理論」や「皮下注射効果モデル」とも呼ばれ、メディ
アの影響を直接的で強力なものとする考え方である。メディアには絶大な影響力が
あり、「ネットの有害な情報を見て影響され自殺する」、あるいは「暴力的なメディ
アの影響で子供が暴力的になる」と考える。この説は、 年以上もの間、実証的
な研究が進められてきているが、いまだに因果関係を立証できていない。代わっ
て、 年代以降に主流となったのが、メディアの影響は限定的にしか働かない
という「限定効果説」である。人々はメディアに対し、選択的に接触する。たとえ
すべてのマス・メディアが「右向け、右」を連呼したとしても、受け手になにがし
かの「右を向きたい」という気持ち（これを「先有傾向」という）がなければ受け
手は右を向かない。暴力シーンを見て暴力行為に走るのは、はじめから暴力的傾向
を持っていた子供であるというのである。
たしかに、ネット上に「自殺の方法」が載ってなかったら、その方法では自殺し
なかったかもしれない。しかし、自殺志向を持っている者は、遅かれ早かれ、何ら
かの方法で死を選ぶ可能性が高い。根源にある問題が解決しない以上、メディアが
引き金にならなくとも、いずれ誰かが引き金を引くことを助けることになる。それ
は、家族・友人・学校・会社、そして格差社会といった、自殺を止められない（思
いとどまらせることができなかった）閉塞的な社会のフレームワークの問題であっ
て、決してインターネットだけが悪者になれば解決するような問題ではない。ネッ
トに対する規制をどれほど強化しようとも、明確な効果が期待できるとは思えな
い。
年代、 年代以降、「新・強力効果説 )」といわれる一連の理論によって
「限定効果説」も否定されはじめた。しかし、いまだに、メディア、とくにマス・
メディアの効果について、結論を得るまでには至っていない。
どのような理論的立場に立とうとも、インターネットは、直接的あるいは間接的
に、情報の受け手に対し、何らかの影響を及ぼしていることは間違いない。インタ
ーネットが殺した、とは言えないまでも、少なくとも、「引き金を引くのを手伝っ
た」ことにはなるだろう。「それだって悪いことじゃないか」という批判ももっと
) ?新・強力効果説」は、マス・メディアが争点＝議題を設定することについては強力な影響力を
持つという「議題設定効果」や、マス・メディアが特定の意見を多数派・優勢意見として提示することに
よって、反対意見は表明されにくくなり（沈黙）、そのため反対意見はますます少数派として認知される
ことになるという「沈黙の螺旋」、マス・メディアは長期的かつ累積的かつ非意図的に人々に行動の基準
や価値観を「培養」する「培養効果」といったいくつかの理論の総称である（吉見［ ］、佐々木
［ ］）。
］ インターネット上の有害情報とマス・メディアの影響
もである。しかし、本当にネットだけが問題なのだろうか。たとえば、硫化水素問
題については、マス・メディアの過剰報道にも一因があるとは考えられないだろう
か。朝日新聞の記事データベースで、「硫化水素 自殺」というキーワードで
検索すると、 件ヒットする（ 年 月 日現在）。初出は、 年 月
日付で、以後、 年 月 日、 日、 月 日（各 件）と続き、 月には
件、 月 件、 月 件と集中的に報道されていることがわかる。『週刊朝日』
（ 年 月 日号）、『 』（同 月 日号）でも、「製法がインターネット
にある」と報じている。同時期においては、テレビもニュースやワイドショーなど
で連日これでもかというほど集中的に報道していたと思われる。マス・メディアで
知って、ネットで検索、実行、また報道、というスパイラル構造で硫化水素による
自殺は増えていった。「 月 月の自殺者はそれぞれ約 人にのぼった」（『朝日
新聞』夕刊、 年 月 日付）という。
メディアの影響力は、一方的なものではなく、受容者の態度や置かれている環境
によって変わってくる。硫化水素やアンホ爆薬 )、ダガーナイフといった言葉は、
テレビや新聞が報道しなければ、通常の場合、青少年が知るよしもない言葉だろ
う。本来は知らなくともよい子供たちまでが、偶然に言葉を目や耳にし、興味・関
心を持つことになった。マス・メディアの報道がトリガーとなって、メディアによ
るシナジー（この場合は負の効果だが）が働いたことは容易に想像できる。本来、
ネットの限られた場所の「知る人ぞ知る」限定的な情報であったはずのものが、テ
レビや新聞で連日報道されることで、より多くの人の注意・関心を引き起こしたに
違いない。まさに、マス・メディアが「寝た子を起こしてしまった」のである。
．ネット上の「有害情報」と規制の動き
ネットにはびこる（とされている）有害な情報は、正確には、「違法な情報」と
「違法ではないが有害な情報」とに分けられる（［図 ］）。違法情報は、法令や条例
によって取り締まることができるが、違法でない情報の取り扱いは難しい。そもそ
も誰にとって有害なのかという問題、そして違法でないものをどのように規制・排
除するのかという問題である。
年 月に成立した「青少年ネット規制法」（有害サイト規制法：?青少年が
安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備等に関する法律」）によれ
ば、「青少年有害情報」とは、インターネットを利用して公衆の閲覧（視聴を含む）
に供されている情報であって青少年の健全な成長を著しく阻害するものをいうと
し、次の つを例示している（法第 条 項 項）。
（ ) 犯罪若しくは刑罰法令に触れる行為を直接的かつ明示的に請け負い、仲介
) 米・オクラホマシティーの連邦政府ビル爆破事件（ 年 月 日）など、国際テロで使われる
爆薬。肥料として市販されている硝安（硝酸アンモニウム）から作ることができる。 年 月には、
元自衛官がインターネット通販で材料を購入し、爆弾を作成、皇居の堀に投げ込んだとして逮捕された。
［
し、若しくは誘引し、又は自殺を直接的かつ明示的に誘引する情報
（ ) 人の性行為又は性器等のわいせつな描写その他の著しく性欲を興奮させ又
は刺激する情報
（ ) 殺人、処刑、虐待等の場面の陰惨な描写その他の著しく残虐な内容の情報
より具体的な例を示すと、日本インターネット協会［ ］では、次のような
サイトを子供に有害なものとして例示している。
アダルトサイト（ポルノ画像や風俗情報）、出会い系サイト、暴力などの残虐な
画像を集めたサイト、他人の悪口や誹謗中傷を載せたサイト、犯罪を助長するよ
うなサイト、毒物や麻薬情報を載せたサイト、個人情報を書き込ませるサイト、
オンライン詐欺サイト、自殺や家出に誘うような情報を載せたサイト
青少年ネット規制法で義務づけられたのが、フィルタリング )である。 ド
コモ、 、ソフトバンクの携帯 キャリアは、 年 月から、未成年者に対し
てフィルタリングサービスの原則適用化に踏み切った。つまり、親権者が解除手続
きをしない限り、初期設定でフィルタリング機能が自動的に になる。
同法に対しては、言論・表現の自由の面から、反対論も根強い。ヤフーやマイク
ロソフト、日本新聞協会、日本民間放送連盟などは、「言論・表現の自由を侵害す
る可能性がある」と懸念や反対を表明している。中国などでは、国家による言論統
出所）総務省［ ］ 頁。
図1 インターネットの違法・有害情報
) 利用者の意思によって、有害なウェブ情報へのアクセスを自動的に遮断することができる技術的
手段で、有害サイトブロック、ウェブフィルタリングなどとも呼ばれる（日本インターネット協会、
// / / ）。
］ インターネット上の有害情報とマス・メディアの影響
制が行われている。そしてその技術的な支援を 社や 社が行い、
国家の統制に全面的に協力しているという。わが国では、国や公権力による検閲は
とうてい容認できないだろう。法にも定められたとおり、民間の第三者機関か自主
規制によるしかない。モバイルコンテンツ審査・運用監視機構（ ＝ //
/）やインターネット・コンテンツ審査監視機構（ - ＝ //
- /）といった、いくつかの民間団体が設立されているが、実効性は未
知数である。
サイトの運営者による自主的な規制も行われている。中高生に人気のケータイサ
イト「モバゲータウン」を運営するディー・エヌ・エーでは、 人態勢 時間
の監視を続け、監視費用は年間約 億円に上るという（『毎日新聞』朝刊、 年
月 日付）。
．規制の実効性と課題
警察庁は 年 月末、硫化水素の発生方法を詳しく掲載したうえで製造や利
用を誘う内容のネット上の書き込みを新たに「有害情報」に指定。全国の警察がネ
ット接続業者（プロバイダー）に削除を要請し、 月 日までに 件が削除され
た（『朝日新聞』夕刊、 年 月 日）。
ところが、ネット上の情報はいまだに消えていない。 （ //
/）で「硫化水素」と検索する（ググる）と、 万件もヒットする。そ
して、その 番目に「硫化水素による自殺、その方法」なるサイトが登場する
（［図 ］）。このサイトは、むろん誉めてはいけないが、実によくできている。「薬
品の入手方法」や「部屋の面積に合わせた必要薬品量の自動計算」、そして「近隣
に迷惑をかけないための張り紙」が ファイルでダウンロードできるなど、まさ
に至れり尽くせりである（［図 ］）。繰り返すが、このサイトが、 検索で
番目に出てくるのである。マス・メディアの報道だけに触れていると、薬品作り
は、自殺志望者がアングラ（ ）なサイトや闇の掲示板などを探しに探
しまくったあげくにやっと見つけた、あるいは裏情報に長けた人から密かに「闇ル
ート」で聞き出したといった、特別で、かつ深い暗黒の世界の出来事のように感じ
ることが多いが、実際は、ググれば誰でも簡単に情報を入手できるのである。
この明らかに有害な「 番目」のサイト情報は、政府や警察、そしてプ
ロバイダーなどが、いかに規制を強化しようとも、なかなか削除できない。問題の
サイトは、海外のサーバーに置かれているからである。海外に蔵置された情報への
プロバイダー等の技術的対応と可能性の限界については、「インターネット上の違
法・有害情報への対応に関する研究会」が、次のように報告している（総務省
［ ］）。
プロバイダー等は、海外に設置されたサーバーに対する管理可能性を有さない
ので、当該サーバーに蔵置された情報に対するアクセスを遮断する以外の対応を
［
出所） // /（ 年 月 日）
図2 で検索
出所） サイト「硫化水素による自殺、その方法」（ 年 月 日）。 およ
び薬品名等は、あえて伏せた。
図3 有害サイトの例
］ インターネット上の有害情報とマス・メディアの影響
とることはできない。さらに、アクセスの遮断については、当該サーバーに割り
振られた アドレスへのアクセスを遮断する形で行われるものの、サーバーに
割り振られた アドレスの変更は容易であり、プロバイダー等によるアクセス
の遮断を発信者は容易に回避できる。また、日本から海外へのアクセスについて
は別のサーバーを経由して違法・有害情報が掲載されたサーバーにアクセスする
ことによっても、アクセス遮断を回避することが可能である。
これらの技術的限界が存在するため、我が国のプロバイダーが、海外に設置さ
れたサーバーに蔵置された情報に対して直接有効な対応を行うことは困難であ
る。
わが国でも、 社に協力を依頼し、検索してもくだんのサイトが表示でき
ないようにしてもらえば良いと考えるのが普通かもしれない。しかし、言論の自由
を脅かす行為として、社会的コンセンサスを得られないだろう。 社が応じ
るとも思えない。また、硫化水素に限らず、わいせつ画像や麻薬・薬物販売サイト
など、違法・有害サイトは、数え切れないほど存在し、かつ新しいサイトが毎日の
ように次々と出現している。そのどれを規制するのか、そして、そのすべてを規制
することが可能だとはとうてい思えない。
ネットの法規制派を勢いづけた、いわゆる「学校裏サイト」は、 万件とも 万
件ともいわれている。正直なところ、よくわかっていない。大人たちには、学校裏
サイトを発見できないからである。マス・メディアによく名前のあがる匿名掲示板
「 ちゃんねる」（ // /）や中高生・大学受験の掲示板「ミルクカフ
ェ」（ // /）のようなよく知られた（知られてしまった）サイ
トは「裏サイト」ではない。「学校裏サイトチェッカー」（ // /）に
登録されているサイト数は、 件（ 年 月 日現在）。文字通り、氷山
の一角にすぎないばかりか、ここでチェックされているサイトは、もはや「裏サイ
ト」ではないのである。本当の裏サイトは、普通の検索サイトでは見つけられな
い。逆に、すぐみつかるような、地下に潜ってないサイトは、対策を講じやすいの
で問題が少ないといえる。
このように、有害情報については、言論・表現の自由、検閲につながることの忌
避感情、海外蔵置情報には手が出せないといった問題が立ちはだかっており、発信
側の対策（発信させないこと）は極めて困難である。自然、受信者側での対策が必
須であり、また対策の柱となる。そこで、フィルタリングを強化して、ということ
になるのだが、その効果は限定的である。青少年の携帯電話やパソコン、学校のコ
ンピュータ等にフィルタリングをかけても、自宅やネットカフェからはアクセスが
できる。また、青少年とは 歳未満（「ネット規制法」）あるいは未成年を想定し
ているのだが、成人なら規制不要といえるだろうか。大学生や社会に出た若者が中
心の大麻問題や集団自殺といった問題は、年齢の点で規制からはずれてしまう。さ
らに、規制逃れの方法は、まさにいたちごっこである。禁止されている言葉
（「 ワード」）の間にスペースや記号を入れる、発音の近い別の文字をあてる、
［
隠語化するなど、規制を強化すればするほど、フィルタリング逃れは巧妙かつ複雑
になってくる。たとえば、「死ね」を「氏ね」と言い換えるのは序の口で、「レンコ
ンと豆のセット」（＝拳銃と銃弾：リボルバー式銃の形状から）といった言葉の置
き換えが行われている。では、「わらわかなさわやまなな」というのは解読できる
だろうか。これは、「 」という電話番号を伝えようとするものである。
携帯電話のキーボードを見てもらえば、謎は解けよう（［図 ］）。
フィルタリングの強化は、恣意的な情報操作がなされなくとも、他方で必要な情
報のカットという問題をも引き起こす。たとえば、現在の携帯電話各社の迷惑メー
ル対策は、どんどん強化されているが、迷惑メールは一向になくならない。そのあ
おりで、パソコンから送ったメールや 付きのメール、メーリングリストのメ
ールなどは、しばしば届かないことがある。
．メディア・ミックスの時代
4-1． から へ
新聞・民放テレビなど、マス・メディア企業の収入の柱は、広告である。マス・
メディアは、顧客である広告主向けには、媒体価値を売りこむため、自らの影響力
の高さをアピールしている。日本新聞協会広告委員会［ ］は、「インターネッ
トによる『情報検索』だけでは、消費者の『購買行動』に結びつく割合は低いまま
で、企業・商品・ブランドに対する消費者の『認知・関心』を高めることによっ
て、『情報検索』から『購買行動』につながる効果を高めることができる。『認知・
関心』を高めるのは新聞、テレビといったマス・メディアの力であり、次の『情報
検索』の段階では、インターネットが効果的にはたらく」としている。マス・メデ
ィア自ら、情報の「起点」としてのマス・メディア、情報の「検索」のためのイン
ターネットという役割分担を認めているのである（［図 ］）。
広告宣伝と消費者行動の分野において、 年代から言われてきた伝統的な
図4 携帯電話のキーボード
］ インターネット上の有害情報とマス・メディアの影響
図7 記事件数と検索の相関関係
図6 から へ
図5 新聞とテレビ、インターネットの利用目的比較
［
「 」（ ＝注意、 ＝興味・関心、 ＝欲求、 記
憶、 ＝行動）に代わって、近年、ネットでの購買行動のプロセスモデルと
して、広告代理店最大手の電通が提唱した「 」（ ＝注意、
＝興味・関心、 ＝検索、 ＝行動、 ＝共有）が言われるように
なってきた（［図 ］）。ネット時代の消費者行動は、 （検索）と （共
有、商品評価をネット上で共有しあう）が柱となる。新聞やテレビをきっかけとし
て、企業・商品・サービスに対する認知や関心を高め、情報を調べる動機を喚起し
てインターネットを使った検索につなげるコミュニケーションデザインが、購買行
動につながるという（秋山・杉山［ ］）。
［図 ］は、朝日新聞記事データベースをもとに、 年 月～ 月までの間、
『朝日新聞』に掲載された記事の件数と「 トレンド」（ //
/ ）による検索の傾向を指数化した数値を週毎に重ねたものである。実
際のデータを見ると、新聞記事掲載件数と検索件数（指数）には、完全な相関関係
が認められる（［図 ］）。限定的な例ではあるが、マス・メディアが情報の起点と
なり、ネットで検索するという行動パターンが実際に行われていることがわかる。
4-2．マス・メディアの影響力
韓国では、ネットでの中傷を苦にした女優の自殺が相次ぐなど、ネットの影響力
は、既存のマス・メディアをしのぐほどになっている。しかし、わが国では、社会
に対する影響力という点でも、既存のマス・メディアは、インターネットを凌駕し
ている。
日本新聞協会［ ］の調査によれば、「社会に対する影響力がある」のは、イ
ンターネットの ％に対し、新聞 ％、テレビ（民放） ％、テレビ
（ ） ％となっている。また、インターネットに対しては、 ％が、「イ
メージがわかない・評価できない」と答えている )。インターネットについての
「無回答」 ％を合わせると、そもそも、インターネットは、 、 割程度の認
知・利用度しかないといえる。
インターネットは、情報自体に対する信頼性も低い。インターネットコム/
リサーチ調べ )によると、テレビ、新聞、インターネットそれぞれに対する信頼度
では、新聞を信頼しているユーザーが多く、「とても信頼している」が ％
（ 人）で、「少し信頼している」の ％（ 人）と合わせ ％（
人）、テレビは、「とても信頼している」 ％（ 人）、「少し信頼している」
％（ 人）が合わせて ％（ 人）、インターネットは、「とても信頼
している」 ％（ 人）、「少し信頼している」 ％（ 人）が合わせて
) ?イメージがわかない・評価できない」という回答は、新聞 ％、テレビ（民放） ％、テレ
ビ（ ） ％。ラジオ ％、雑誌 ％。「無回答」は、新聞 ％、テレビ（民放） ％、テ
レビ（ ） ％。ラジオ ％、雑誌 ％。
) インターネットコム/ リサーチ調べ「インターネットにおける情報の信頼性」に関する調査、
年 月 日、 // / / / = 。調査対象は、全
国 代～ 代のインターネットユーザー 人。男女比は男性 ％、女性 ％、年齢別は
代 ％、 代 ％、 代 ％、 代 ％、 代 ％。
］ インターネット上の有害情報とマス・メディアの影響
％（ 人）となった。インターネットで情報の間違いを経験したことがあ
るユーザーは全体（ 人）の ％（ 人）、ネット上の情報を見極める必
要性について「必要ある」と答えたユーザーは ％にのぼっている。
情報に対し信頼感を持つかどうかという問題と、情報に真実性や歪みがあるか否
かという問題は、次元の異なるものである。佐々木［ ］は、
［ ］を引いた上で、「新聞報道に特定の立場だけを多く取り上げるという偏り
があり、不公正さを修正する責任部局もなく、読者もその偏りを冷静に判断する主
体的パーソナリティや知識を欠いていると、報道は人々のなかに形成された疑似環
境 )と『ステレオタイプ（固定観念）』を通して『世論』を操作する装置となりう
る」と指摘する。現在のマス・メディアは、ネットに対する意識に偏りがないとい
えるだろうか。また、読者はネット社会を正確に理解するだけのリテラシーを身に
つけているだろうか。
ネットのコミュニティにおいては、「テレビ報道は、結論先にありきの決めつけ
がすぎる」、「取材したものの一部を、自らの都合の良いようにカットして使う」、
「大所高所からの物言いがひどい、何様のつもりだ」などと、既存のマス・メディ
アに対しては、なにかと批判が多い。権力に対するレジスタンス的意味合いも含
め、マス・メディアを「マス『ゴミ』」と呼ぶなど、冷静さを欠いたものも確かに
あるが、批判のすべてが的外れであるとは思えない。
マス・メディアは、自らを賞賛することはあっても、批判することをしない。た
とえば新聞社では、内輪の互選で選んだ「日本新聞協会賞」なるものをありがたが
るばかりか、自社の紙面で受賞を大きく報じる。テレビ界やインターネットを批判
することはあっても、自社の不祥事の扱いは小さい。誤報の訂正記事は、限りなく
小さい。
関西テレビ「あるある大辞典Ⅱ」の捏造番組のあおりを受けた納豆業界（
年）や、 - の犯人とされたカイワレ大根（ 年）、日本初の狂牛病（ ：
年）、事故米問題のあおりを受けた焼酎（ 年）など、思いつくまま挙げ
ただけでも風評被害は後を絶たない。これらすべてがマス・メディア発とは言わな
いが、テレビのワイドショーやニュース番組、新聞や週刊誌が騒ぎ立てることで、
かえって被害を増やしていることは事実と言わざるを得ないだろう。メディアの効
果・影響について、どのような理論的立場に立つとしても、マス・メディアには、
せめて、責任の一端を負っているという自覚を持った上での報道に努めてもらいた
い。「よくわからない」インターネットのみを一方的に悪者にしたところで、なん
ら問題は解決しないのである。
インターネット時代を迎え、メディアも変わらなければならない。閉鎖的な既得
権にしがみついていることはできなくなっていることを認識すべきである。マス・
メディアは、いつまでもメディアの王様ではない。王様でいたいのであれば、なお
) ［ ］は、新聞というマス・メディアが作り上げた「現実のようなもの」が、その
まま読者の頭の中では、正確な客観的現実として印象づけられる。この人々の頭の中の映像を「疑似環
境」と呼び、「世論」がマス・メディアの手によって特定の方向に誘導される危険性を指摘した。
［
さら変わらなければならないのである。「読者のため」「視聴者のため」「みなさま
の○○」といった謳い文句をお題目に終わらせることなく、開かれた、インタラク
ティブなメディアへと脱皮・成長するときがやってきた。それが、企業・産業とし
てのマス・メディアの生き残り戦略にもつながるものと考える。
おわりに
子供からお年寄りまで、 人 台みな携帯電話を持ち、どの家庭にもブロードバ
ンドが普及している。いまやインターネットは、現実の社会の一部を構成してい
る。ヴァーチャル（仮想的）で特殊な存在ではないのである。実際、インターネッ
トの世界に限らず、リアルな世界でも、有害情報は社会に氾濫している。新聞広告
や中吊り広告、風俗店の看板、テレビ、有害図書、アダルトビデオ／ などを
子供は容易に目にすることができる環境にあるし、書店でも、『完全自殺マニュア
ル』をはじめ、ゲームソフトや の不正コピー方法を紹介した雑誌などが普通
に買えてしまう。何か問題が起こる（事件が発生する）度に、インターネットだか
ら、特別な世界だから、といった風潮や考え方をすること、そしてそれを煽るかの
ようなマス・メディアの報道姿勢には強い危惧を覚える。
ネットの情報内容（コンテンツ）を規制しても、社会的な問題は解決しないこと
は既に述べた。ただ、見たくない、見せたくない情報を、目に触れさせないように
する配慮は必要であると考える。レンタルビデオ店のアダルト・ビデオコーナーの
ような、ゾーニング規制 )の導入である。リアルな社会とネット社会の大きな違い
は、物理的な到達ゾーン（圏）の範囲である。リアルな社会なら、危ない場所、た
とえば、新宿・歌舞伎町のような繁華街に、小学生の女の子が夜中に出歩くことは
ないし、万一、出歩いていたら、すぐに補導されるだろう。その点、ネットのゾー
ンの広がりは無限大である。危険なゾーンがあったとしても目が行き届かないし、
まず地理的に区分されていないことが一番の問題であろう。イラクで殺害された香
田証生さんのいわゆる首切り動画が、別のタイトルで流布していた。見るつもりは
ないのにもかかわらず、こういった残酷な動画を不意に見せられるのは、大人だっ
てゴメン被りたいし、子供と一緒にネットで調べ物をしていて、突然アダルトサイ
トに誘引されるようなことだけは強く避けたいと思う。「不意打ちを受けない」権
利は、ぜひとも確保して欲しい。ネット規制の賛成派も反対派も、フィルタリング
等の仕組みを考える際には、「コンテンツ（内容）規制」と「ゾーニング規制」と
を区別して論じていただきたい。
また、インターネットが媒介となった問題や事件に、現行の法律はまったくつい
ていけていない。著作権の問題、そして海外蔵置情報しかりである。インターネッ
トの問題は対策が難しいと考えがちだが、むしろ、技術的対策が取りやすい。社会
) いわゆる「ゾーニング」規制（特定の行為等に対して一定のゾーン（範囲や利用方法）に限り規
制することを許容する規律手法）を導入することにより、広汎な内容規制の適用を回避しつつコンテンツ
流通の健全性を確保することが可能となるため、その導入の適否を検討する必要がある（総務省
［ ］）。
］ インターネット上の有害情報とマス・メディアの影響
的なコンセンサスづくりが最優先課題であるが、そのためにも影響力の大きなマ
ス・メディアの果たすべき役割は大きい。
本稿で述べた論点の他、ネット社会の問題は、子供にケータイを持たせるべき
か、法はどこまで規制すべきか、匿名か実名か、著作権をどう守るか、といった一
朝一夕には解決できそうにない課題ばかりである。それらは、稿を改めて考察する
こととしたい。
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